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₁ 　は じ め に
　森林は，多くの機能をもち，それらは人為によって損なわれうる一方，やはり人為によって維
持・増進されうる．木材生産活動としての一面に限定しても，生産期間の超長期性と不定性，半栽
培性（一定の人為が関与する一方，自然成長や枯死も生じる）により，その状態をどのように記録す
るかについては諸説がある．生態的側面を考えれば，森林を構成する立木と林地は有機的に結合し
た存在であり切り離すことはできないが，財としてはこの ₂ つは別々に取引しうるのであって，経
済統計上，ないし登記などの実務上においては，この ₂ つを切り分けて扱うこととなる1）．木材生
産のための立木や林地のストック面，すなわち有形資産としての森林のマクロ経済統計における扱
いに限ってみても，非常に複雑な要素を考慮せねばならないが，これについては，すでに拙稿
（₂₀₀₂）2）において，国際機関などでの議論を整理し，論じたところである．
　有形資産としての森林の扱いについて拙稿（₂₀₀₂）では，「立木の自然成長が起こっている場合，
それが土壌の減耗や劣化を伴って起こっているのか，あるいはその逆なのか，またこのとき『人間
の手』がどのように作用しているか」が重要であり，そのためには勘定フレームワークの検討以前
に「森林土壌に関する定期的な調査」が必要であると指摘し，稿を閉じたところである．その後，
日本において，京都議定書を契機とした森林資源調査の充実が図られ，森林の持続可能性にかかわ
る統計表章は，ストック面において一定の前進をみている．
　もう ₁ つ拙稿で論じることのできなかった問題は，制度的側面である．森林の利用に対して国が
₁ ）　日本の近世においても「部分林」のように，林地の所有者と立木に関する権利の実質的所有者とが
異なる場合があった．
₂ ）　古井戸（₂₀₀₂）．SNA，SEEA および FAO のデュベによる比較検討論文を紹介したものである．
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何らかの法的規制をかける場合，国家や多くの国民は，森林という資産について何らかの利用権を
獲得し，逆に森林所有者は何らかの利用権を喪失するという関係にあるとみることができる．もち
ろん森林所有者の権利喪失に対して，政策は何らかの見返り，すなわち損失補償制度やその他の恩
典を用意する場合がある．実際，日本の第一次森林法（₁₈₉₇年）制定時の帝国議会では，その規定
する保安林制度について，衆議院において「補償もやらぬ残酷案」と非難され，政府原案では限定
的であった損失補償制度の要件が緩和された．後述するように，貴族院の審議でこの要件緩和は撤
回される．運用上，この制度は日本の行政法において損失補償を制度的に規定する種々の法律同
様，長らく空文化してきたが3），₁₉₅₀年代の治山治水に関する国会決議以降，ようやく予算的裏付
けをもって機能するようになった．今日，保安林制度は，その意味で希有な存在であり，「唯一の
実効性あるゾーニング」4）ともいわれる．森林法ならびにその下位法令が規定する損失補償額の計
算方法は，有形資産としての立木の減価を伐期における価値の減価として計算し，これをフロー換
算して毎年所有者に支払うというものである．ここで注意したいのは，保安林制度における損失補
償計算は，伐採を禁止（ないし制限）することによる立木の減価についてのみ注目しており，土地
の減価を考慮しないということである．
　ここでいう土地の減価とは，保安林の指定が，森林の他用途への転用を厳格に規制することか
ら，当該森林を他用途に転用することによって林業経営よりも多くの利益を得ることができる場合
に生じうる機会費用を指す．高度経済成長期には都市周辺やいわゆる里山の開発が進み，奥地荒廃
地の造林が進んだため，統計的にみると森林面積は減少していない．第一次石油危機以降，過度な
開発への反省が世論となり，全総一本槍だった国土法制に「国土利用計画法」が付け加わった．こ
の時期（₁₉₇₄年），森林法も改正され，非保安林について「林地開発許可制度」が創設され，林野
行政当局は，補償財源なしでの最低限の歯止めをかけることを企図した．財源のない規制ゆえ，バ
ブル期のリゾート開発によって一時的に林地転用が大量に発生したが，その後この機会費用は低水
準にあり，政策的には「伐採跡地の放棄」が問題になったことはあれ，大規模な転用が問題になる
ことはなかった．しかし近年，太陽光発電などの新たな需要の出現により，林地転用は増勢傾向に
ある．その大半は非保安林である5）と考えられる（表 ₁ ）．
₃ ）　古井戸（₁₉₈₉）．₈₉年の拙稿は，通説とは異なり，₁₉₀₇年の第二次森林法に基づく損失補償の事例が
僅かながら存在したことを行政文書等により示したものであるが，きわめて例外的であった．
₄ ）　塩谷（₁₉₉₈）
₅ ）　林野庁の「林地開発許可」統計は，上述の森林法改正の際，非保安林を対象として導入された「林
地開発許可制度」による行政記録が元になっている．一部の公共事業などを除き，保安林の転用は実
態上ほとんど行われていない．近年の太陽光発電にかかわる林地開発には，違法なものも散見される．
一例として，『常陽新聞』₂₀₁₅年₁₂月 ₇ 日付（電子版）の報道によると，つくば市沼田地区で，筑波山
梅林入口近くの太陽光発電施設建設予定地において，「無許可で木が伐採され，むき出しの地面が広が
り，伐採された木が積まれている」とのキャプションを付した写真が掲載されている．
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　林地の転用権というものを考えたとき，林地が林地であり続けることによって，たとえば生物多
様性の保全など，森林所有者以外の不特定多数の国民の享受する便益が広範にわたることを考える
と，これを単に有形資産の価値増減およびそれに対する損失補償という金融フローの発生として考
えるのではなく，一種の無形資産6）と考えることもできるのではなかろうか．普通林の林地開発許
可制度は，転用権を森林所有者から国に移転するだけの効力をもたないが，保安林のもつ転用規制
は，この移転をまがりなりにも可能ならしめた制度であると考えることができよう．
　小論は，日本の林野行政において，森林の転用権について最も強力な規制権限をもつ保安林制度
について，はじめに森林の機能に関する技術的な知見を確認した上で，歴史的経緯をたどりつつ，
その制度と実態を略述することで，標記の問題提起に対する回答の手がかりとしたい．
₂ 　森林の機能に関する技術論
　森林に多様な機能があることはよく知られている．₁₉₉₂年の UNCED を受けて「持続可能な森
林経営」に向けた「基準・指標」の作成が国際合意となって以来，森林をめぐる生態・社会・経済
₆ ）　宇澤のいう「制度資本」概念をも想起させる．宇澤弘文・関良基編（₂₀₁₅），とくに拙稿（₂₀₁₅）を
参照．
表 １ 　「林地開発許可」の状況（林野庁治山課調べ）
（単位：ha）
年　度
開発行為の目的
新　規　許　可　面　積
変　 更　 許　 可
増 減 （△） 面 積
平成
₂₂年度
₂₃ ₂₄ ₂₅ ₂₆
平成
₂₂年度
₂₃ ₂₄ ₂₅ ₂₆
総 数 ₁,₂₁₅ ₁,₀₈₄ ₁,₃₃₂ ₁,₆₄₅ ₂,₆₁₂ ₃₇₄ ₃₇₄ ₄₄₉ ₆₈₉ ₆₉₇
工場・事業用地の造成 ₁₇₅ ₁₂₂ ₄₅₈ ₈₀₃ ₁,₈₁₉ ₃₈ ₆ ₃₁ ₆₆ ₁₁₅
住 宅 用 地 の 造 成 ₃₅ ₃₅ ₃₃ ₃₇ ₄₂ ₁ ₀ △₅ △₅₁ △₇₉
別 荘 地 の 造 成 ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ △₁ ₀ ₀
ゴ ル フ 場 の 設 置 ₁ ₃ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₈ ₀ △₂₉
レジャー施設の設置 ₁₃ ₁₁ ₅₂ ₁₀ ₇ ₉ ₀ ₁ ₁₉ ₆
農 用 地 の 造 成 ₁₇₅ ₁₉₀ ₁₈₀ ₈₁ ₁₀₃ ₉ ₅ ₂₅ ₄₅ ₂₅
土 石 の 採 掘 ₅₉₆ ₄₈₀ ₄₆₂ ₅₃₂ ₅₁₆ ₂₈₃ ₃₀₄ ₂₅₈ ₅₃₄ ₆₂₈
道路の新設または改築 ₁₃₈ ₁₇₃ ₄₆ ₇₀ ₅₁ ₃₂ ₄₂ ₈₇ ₁₉ ₁₅
そ の 他 ₈₂ ₇₀ ₁₀₁ ₁₁₂ ₇₄ ₂ ₁₇ ₄₅ ₅₇ ₁₆
原注： ₁ ）面積は土地の形質の変更に係わる面積であって，開発区域内に残置する森林面積は含まない．
　　　 ₂  ）変更許可増減面積は，当該年度以前の新規許可または変更許可に係るものが当該年度において変更許可されたも
のであって，増減分だけを計上している．
出所：林野庁治山課業務資料を『森林・林業統計要覧₂₀₁₆』より孫引き．
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的な指標について，その相互関連を含め7），多くの議論もある．近年は PES（生態系サービスへの支
払い）に関する政策的議論がたかまりをみせている8）．ドイツ語圏における₁₉世紀末以降の森林機能
論については，Pistorius ら（₂₀₁₂）のレビューがあり，「森林と水」の相互関係に限れば枚挙にい
とまがない9）．
　ここでは日本の水文学者鈴木雅一（₂₀₀₇）による図解（図 ₁ ）を援用して，主要な諸機能につい
て機能間の相互関係を確認しておきたい．
　従来，森林の諸機能を相互の関連性において論じたものに，Clawson（₁₉₇₅）が知られている．
Clawson は森林のもつ多面的な機能を表頭・表側に配し，機能間の両立可能性を評価する正方行
列を作成した10）．これは，森林利用をめぐるコンフリクトを明示するという意味で画期的なもので
₇ ）　基準・指標間の相互関連についての議論は，機能間の相互関連よりも複雑で広い視野が必要である．
日本ではあまり行われていないが，古井戸宏通・家原敏郎（₂₀₀₆）が欧州における議論を紹介している．
₈ ）　温井（₂₀₁₆）は， ₁ 世紀にわたり PES を実践してきた横浜市水道局の事例を ITTO と IUCN の国際
研究集会で，要請に基づいて報告し反響があった経緯を紹介している．なお，横浜市水道局のような
下流団体が流域上流部の森林管理に参加する事例は，全国的に存在する．これらをまとめた先駆的な
研究に熊崎実（熊崎（₁₉₈₁a），熊崎（₁₉₈₁b），熊崎（₁₉₈₁c））がある．熊崎の挙げる事例のうち，い
くつかは，下流団体が林野行政に対し，森林法の規定により，流域上流部の森林を保安林に編入する
ことを要求したものの，上流部の反対に遭って頓挫し，自らが森林管理に乗り出さざるをえなくなる
という経過をたどっている．
₉ ）　ひとつだけ挙げると，古井戸（₂₀₁₄a）．
10）　Clawson のくふうは，表頭と表側に「主目的」「副次的目的」を配することで，正方行列全体に意味
をもたせることであった．両立可能性の強弱は，同じ森林において ₂ つの機能を同時に発揮させるた
図 １ 　森林機能の階層性
出所：鈴木（₂₀₀₇），₉₇頁
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あったが，諸機能間それぞれの両立可能性の強弱がどのような構造から生じるものであるかは示し
ていない．
　図 ₁ において鈴木は，森林の諸機能を並列せず，階層化している．図 ₁ で強調されているのは
「土壌保全」がすべての機能の共通的基盤であるということである．たとえば木材生産と水源涵養
は，Clawson の行列表現では「ほぼ両立する」と評価されていたが，鈴木の図をみると，木材生
産と水源涵養が，土壌保全という共通の基盤をもっており，水源涵養機能は土壌保全がなされるこ
とにより生物多様性がたかまるという作用を通じて，維持増進されるという関係にある．いずれの
機能にとっても，豊かな森林土壌を形成するような森林管理が重要であることがみて取れる．
　小論でみる保安林制度の制度設計において，₁₉世紀から今日にかけて常に問題となってきたのは，
「良好な森林を造成することは森林所有者自身の利益にもなるのではないか」という，森林所有者
に対する社会的批判であった．これについて，鈴木の機能論を援用すれば，「土壌保全は森林所有
者と公共の福祉の双方に裨益するもので，森林が森林であり続けるための大前提である」と解釈す
ることができる．現実の制度設計は，こうした機能に対する社会の理解や，洪水や渇水の発生な
どにも左右されてきた．以下，節をあらため，日本の保安林制度の歴史を略述し，制度の問題点を
述べることとする．
₃ 　保安林制度の歴史──日本を中心に
　日本の近代保安林制度の歴史については，すでに拙稿11）において概略を述べたところであるが，
前史を述べた後，とくに₁₉₂₉年に行われた「林学会討論」の前後に焦点をあてることとしたい．こ
れは，林学会討論の時期の現行法制であった第二次森林法が，その後の第一期治水事業の展開とと
もに，日本の今日の保安林制度の原形を作ったと考えられるからである．
3 - １  近世から近代へ──近代土地所有権の法認と「公益」概念
　近代保安林の性格を考えるためには，先にみた鈴木の機能論が，超歴史的に成立するか否かを考
える必要がある．
　森林が古来より，用材生産に特化しないさまざまな機能を有していたことはたしかであろう．用
材の輸送手段が水運に限定されていた近世までは，用材生産機能はむしろ限定的であったともいえ
めにかかる追加費用という形で数量化することができるかもしれない．この観点を試論的に整理した
ものに古井戸（₁₉₉₉）がある．ただし，この考え方には，森林の状況の初期値をどう設定するかとい
う問題に加え，空間を捨象するか fix せねばならないという弱点がある．空間を考慮した場合にどのよ
うな枠組みが必要かは，古井戸（₂₀₀₁）を参照のこと．
11）　古井戸（₂₀₁₄b）
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る12）．近代保安林の前史ともいえる近世における「保護」林については，農林省の嘱託でもあった
遠藤安太郎が，多くの近世史料を駆使して遠藤（₁₉₃₄）にまとめあげており，その多く，たとえば
海岸防風防砂林は，今日の森林法に基づく保安林に類似した機能の維持を目的とした近世領主層の
手になる諸制度のひとつとして存在した．徳川林政史研究所の若手・中堅研究者が『森林の江戸学
II』（₂₀₁₅）をまとめたのも，遠藤（₁₉₃₄）の内容を咀嚼・継承したものといえる．
　実際，明治初期において，旧藩時代の「保護」林はそのまま「保安林」として継承され，後々山
林行政において「従来保安林」と呼ばれることになる．
　近世的な保護的森林と近代保安林の違いに最初に注意を喚起したのは服部（₁₉₄₀）であろう．私
的所有権が確立されていない近世において，私益・公益を截然と区別することには無理がある．服
部は，近世の保護的森林に関する領主の立場を「領主と領民の共通的利害」と表現した．先の海岸
林も，領民の生活維持と領主の石高増という「共通的利害」の一例であろう．
　近代的な私有財産権，なかんずく土地所有権が法認され，土地が商品化されたことにより，これ
と対峙する「公益」が₁₉世紀の欧州において概念化され，これが明治期の日本にもたらされたと考
えられる．服部のいうように，損失補償制度が存在するのは近代保安林の特徴であり，近世には存
在しない．ここで損失補償という概念は，いわゆる「公共の利益」のために（私的）「財産権の制
約」が必要なときに，国が私人に対して「通常生ずべき損失」を補償するという仕組みである．つ
まり損失補償の存在は，近代保安林制度が，私的所有権の確立と公益概念の確立のもとで成立し
た13）ことを如実に物語っている．
　山林局の高橋琢也が第一次森林法（₁₈₉₇年）の草案をまとめた際，旧藩事例や外国の事例を参照
したことは，高橋自身が『森林法論』（高橋（₁₈₉₈））のなかに詳述している．ここで参照されてい
る欧州の森林関連法令において，損失補償の財源に関する記述をみる．保安林の指定・管理にかか
わる費用負担について，高橋は，受益者から犠牲者に賠償するのが「自然の道理」だが，受益者に
負担能力があるとは限らないので，「制定の法律は純理正則にのみ拠る能わず，必ず利害の軽重と
12）　地形・地質が日本のように急峻かつ若くない欧州においては，₁₅～₁₈世紀にかけて山地林において
も封建領主による濫伐が行われたケースが少なくない．オーストリアのチロル地方，イン川流域もそ
の ₁ つである．Bobek, u.a. （₁₉₉₄）, S. ₂₄₄.
13）　後述する保安林問題に関する₁₉₂₉年の「林学会討論」で報告に立った宍戸が，自身の留学経験に根
ざした知見として，南独諸国のように「国内凡ての森林を，国家の至上権 Forsthoheit の下に置き，其
の監督権により，必要に応じて，何人の森林に対しても開墾禁止，荒廃禁止及造林強制等を行ふの法
にして，則ち特に保安林法を設けざる」場合があり，森林関連法の中に「保安林」という言葉すらな
いと指摘しているのは興味深い（宍戸（₁₉₃₀），₄₁-₄₂頁）．バイエルン州法や，バイエルンに南接する
オーストリア連邦法およびチロル州令では，保安林改良事業は存在するが，ゾーニングとしての保安
林は存在せず，バイエルン州では₁₉₇₀年代になって保安林台帳の整備が始まった．この事情について
は，古井戸（₂₀₁₅）を参照のこと．
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その国情習慣等とに基づいて実際に行い易い途を」採るにすぎない旨述べた上で，₁₉世紀末当時の
諸外国の例として，
・プロイセン
　　　　　造林費，保護施設費：保安林編入訴願者の負担
　　　　　洪水などの危害　　：訴願者のほか「危害の分担者」，受益者
・オーストリア
　　　　　国家，地方自治体，受益者の連帯負担
・イタリア
　　　　　復旧造林費　　　　：政府，州および町村
　　　　　公衆衛生上の編入訴願：訴願者
・フランス
　　　　　国家負担
・ハンガリー
　　　　　「起害地主の自弁」
といった例を挙げている14）．断片的整理だけで詳細は不明であるが，いずれも近代法体系のもとに
あって，ハンガリーのように森林所有者本人が負担する例を除けば，多くは直接の受益者ないしは
公的部門が負担していたようにみえる．受益が特定しやすいかどうかが鍵となろうが，「利害の軽
重とその国情習慣等」が異なるのであろう．
3 - 2 　第一次森林法，第二次森林法から１929年林学会討論における「保安林制度」批判まで
　₁₈₉₇年に日本で最初の近代森林法として，またいわゆる「治水三法」の ₁ つとして公布された第
一次森林法は，続く₁₀年間の社会の激変により廃止され，第二次森林法（₁₉₀₇年公布）に引き継が
れる．₁₉₁₁年のマイナーな改正を経て，統制色の強いといわれる₁₉₃₉年改正森林法へと変遷してい
く．この間，₁₉₁₁年から第一期治水事業が開始され（～₁₉₃₅年），₁₉₂₉年には林学会が「保安林」
をテーマとした討論会を行い，₁₉₃₃年には大日本山林会の機関誌『山林』において「治山治水座談
会」を含む特集が組まれるに至る．
　 ₃ - ₂ - ₁ 　第一次森林法（₁₈₉₇年公布）
　高橋琢也が起草し帝国議会での修正を経て成立した第一次森林法は，日本における初めての近代
的森林法制であり，全₅₈条からなる．「総則，営林の監督，保安林，森林警察，罰則，雑則」から
なり「このうち，保安林，森林警察および森林犯罪に関する罰則に重点をおき，これに営林監督の
14）　高橋としては，国家による補償がすべてではないという例を挙げて，損失補償の規定を挿入した帝
国議会（とくに衆議院）への抗議の意を示したのかもしれない．高橋と帝国議会の関係については，
西尾（₁₉₈₈）の詳述するところである．
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数条項を加えた」にすぎないと島田15）はいう．前年に成立した河川法，同年に成立した砂防法と併
せてしばしば「治水三法」と呼ばれる．
　先に触れたように，河川法の成立過程について詳述した武井（₁₉₆₁）によれば，当時の国家財政
は地租収入が主体であり，帝国議会の議員構成は農村出身者が多数を占めていた．標準的な経済統
計により地租収入の割合を確認すると（表 ₂ ，表 ₃ ），帝国議会が開設された₁₈₉₀年度の租税収入
決算額のうち地租は₆₁％を占めており，主な収入としては他に酒税（₂₁%）をみるのみである．第
一次森林法の時点でも，関税収入が増加したほかは，所得税や法人税に相当する税収は無視できる
シェアであった．
　治水三法は，国土の荒廃に直面した政府が，土地所有者との法的折り合いをつけ，大河川流域を
中心とした事業を直ちに実施することを意図しており，事業予算の確保が肝要であった16）．
　第一次森林法の成立事情17）に戻ろう．帝国議会での修正は，衆議院で政府案に多くの修正を加え
られた後，貴族院の特別委員会においてただ ₁ つの条文を，政府原案に戻すことが提案された．そ
れが第₂₆条の損失補償の規定であって，「保安林に編入せられたる為損害を蒙りたる森林所有者は
其の伐木を禁止せられたる場合に於ける直接の損害に限り補償を求むることを得」（以下略，下線
引用者）という文言であった．下線部が，政府原案にあり衆議院で削除され，貴族院で再度復活を
みた箇所であり，禁伐保安林のみを補償の対象とすることを明示した内容である．
15）　島田（₁₉₅₀）， ₁ 頁．
16）　治水三法の制定が可能になった背景として，日清戦争の賠償金収入による事業予算の裏付けの確立
を挙げる向きがある．小野（₁₉₆₄） ，安藤編（₁₉₇₉），鈴木（₁₉₈₅）によると，₁₈₉₆年度以降，₃ 億₆,₅₀₀
万円の賠償金収入があった．₁₉₀₂年度に全期間の決算総額が示されているがこのうち₁,₀₀₀万円が「災
害準備基金」に充てられている．鈴木によると年利 ₅ % で運用し，少なくとも金利分の₅₀万円／年が
治水土木事業に充てられたという．治水三法成立直前の₁₈₉₅年度において単年度租税収入総額が₇,₅₀₀
万円／年であることから，賠償金収入の総額 ₃ 億₆,₅₀₀万円は，新たな法律を作り，洪水の頻発により
疲弊した国土を回復させるのに十分であるという期待を一部の関係者に抱かせたかもしれない．しか
し実際には治水土木に充てられたのは上記₅₀万円／年にすぎず，賠償金のほとんどは日露戦争に向け
たさらなる軍拡の経費や台湾経営費などに充てられた．すなわち，日清戦争の終戦そのものは治水三
法制定の政治的な契機となっただろうが，その賠償金収入が事業予算の裏付けとなったとはいえまい．
17）　第一次森林法と同時期に制定された河川法について述
べた武井（₁₉₆₁）は，その博士論文のなかで，「河川法制
定の社会的背景」として，国家財政における地租収入の
シェアの大きさと，帝国議会議員に占める農村出身者の
シェアの大きさを指摘している（右表，武井₁₉₆₁，復刻
版₁₅₀頁）．治水三法の全体像は，栗島（₂₀₁₄）に詳しい．
直接的な契機は「明治₁₈年の淀川における水害をはじめ
として，同₂₂，₂₃，₂₆年と，全国的に大規模な水害が相
次いで発生」したことであり，内務省は₁₈₉₅（明治₂₈）
年秋には河川法案提出準備を進めていた．₁₈₉₆年 ₂ 月₂₇
帝国議会議員構成の推移
総選挙回数と年次 決定数 農村出身者
Ⅰ（明治₂₃年） ₃₀₀ ₁₂₉
Ⅱ（明治₂₅年） ₃₀₀ ₁₄₄
Ⅲ（明治₂₇年） ₃₀₀ ₁₃₇
Ⅳ（明治₂₇年） ₃₀₀ ₁₅₅
Ⅴ（明治₃₁年） ₃₀₀ ₁₂₈
Ⅵ（明治₃₁年） ₃₀₀ ₁₃₄
Ⅶ（明治₃₅年） ₃₇₆ ₁₂₀
出所：武井（₁₉₆₁），₁₅₀頁
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　 日の第 ₉ 議会（衆議院）において淀川・筑後川・木曽川の河川改修費の追加予算案提出等を求める「治
水に関する建議」が可決されたのを受け，同年 ₃ 月 ₇ 日，政府は河川法案を衆議院に提出， ₁ 週間後
の ₃ 月₁₄日に同院で可決，貴族院では ₃ 月₂₅日に法案を可決すると同時に，追加予算案を翌₂₆日に可
決した．森林法については，₁₈₉₅年の第 ₈ 議会において活発な議論が起こり，「関連する法律案，建議
案，質問主意書の提出が集中」し政府は「次回第 ₉ 議会に森林法の全体または少なくとも緊要部分だ
表 2 　明治初期の政府歳入に占める地租のシェア
明治初期の政府歳入
年　　度
歳入合計
（Ａ）
租　税
（Ｂ）
地　租
（Ｃ）
Ｃ
Ａ
Ｃ
Ｂ
第 ₁ 期（₁₈₆₈） ₃₃,₀₈₉ ₃,₁₅₇ ₂,₀₀₉
％
 ₆.₁
％
₆₃.₆
　 ₂ 　（₁₈₆₉） ₃₄,₄₃₈ ₄,₃₉₉ ₃,₃₅₅  ₉.₇ ₇₆.₃
　 ₃ 　（₁₈₇₀） ₂₀,₉₅₉ ₉,₃₂₃ ₈,₂₁₈ ₃₉.₂ ₈₈.₁
　 ₄ 　（₁₈₇₁） ₂₂,₁₄₄ ₁₂,₈₅₂ ₁₁,₃₄₀ ₅₁.₂ ₈₈.₂
　 ₅ 　（₁₈₇₂） ₅₀,₄₄₅ ₂₁,₈₄₅ ₂₀,₀₅₁ ₃₉.₇ ₉₁.₈
　 ₆ 　（₁₈₇₃） ₈₅,₅₀₇ ₆₅,₀₁₄ ₆₀,₆₀₄ ₇₀.₉ ₉₃.₂
　 ₇ 　（₁₈₇₄） ₇₃,₄₄₅ ₆₅,₃₀₃ ₅₉,₄₁₂ ₈₀.₉ ₉₁.₀
　 ₈ 　（₁₈₇₅） ₈₆,₃₂₁ ₇₆,₅₂₈ ₆₇,₇₁₇ ₇₈.₄ ₈₈.₅
₁₈₇₅ ₆₉,₄₈₂ ₅₉,₁₉₄ ₅₀,₃₄₅ ₇₂.₅ ₈₅.₁
₁₈₇₆ ₅₉,₄₈₁ ₅₁,₇₃₀ ₄₃,₀₂₃ ₇₂.₃ ₈₃.₂
₁₈₇₇ ₅₂,₃₃₈ ₄₇,₉₂₃ ₃₉,₄₅₀ ₇₅.₄ ₈₂.₃
₁₈₇₈ ₆₂,₄₄₃ ₅₁,₄₈₅ ₄₀,₄₅₄ ₆₄.₈ ₇₈.₆
₁₈₇₉ ₅₂,₁₅₁ ₅₅,₅₇₉ ₄₂,₁₁₂ ₆₇.₈ ₇₅.₈
₁₈₈₀ ₆₃,₃₆₇ ₅₅,₂₆₂ ₄₂,₃₄₆ ₆₆.₈ ₇₆.₆
₁₈₈₁ ₇₁,₄₈₉ ₆₁,₆₇₅ ₄₃,₂₇₄ ₆₀.₅ ₇₀.₂
₁₈₈₂ ₇₃,₅₀₈ ₆₇,₇₃₈ ₄₃,₃₄₂ ₅₉.₀ ₆₄.₀
₁₈₈₃ ₈₃,₁₀₇ ₆₇,₆₅₉ ₄₃,₅₃₇ ₅₂.₄ ₆₄.₃
₁₈₈₄ ₇₆,₆₆₉ ₆₇,₂₀₃ ₄₃,₄₂₅ ₅₆.₆ ₆₄.₆
₁₈₈₅ ₆₂,₁₅₆ ₅₂,₅₈₁ ₄₃,₀₃₃ ₆₉.₂ ₈₁.₈
₁₈₈₆ ₈₅,₃₂₆ ₆₄,₃₇₁ ₄₃,₂₈₂ ₅₀.₇ ₆₇.₂
₁₈₈₇ ₈₈,₁₆₁ ₆₆,₂₅₅ ₄₂,₁₅₂ ₄₇.₈ ₆₃.₆
₁₈₈₈ ₉₂,₉₅₆ ₆₄,₇₂₇ ₃₄,₆₅₀ ₃₇.₃ ₅₃.₅
₁₈₈₉ ₉₆,₆₈₇ ₇₁,₂₉₄ ₄₂,₁₆₁ ₄₃.₆ ₅₉.₁
₁₈₉₀ ₁₀₆,₄₆₉ ₆₆,₁₁₄ ₄₀,₀₈₄ ₃₇.₆ ₆₀.₆
　初期歳入のうち，政府紙幣発行，公債及借入金による分．
　
　日本銀行『明治以降本邦主要経済統計』pp. ₁₃₀，₁₃₅- ₆ より作成．
出典：安藤良雄編（₁₉₇₉），₅₁頁
（単位：千円）
第 ₁ 期 ₂ ₃ ₄ ₅ ₆
紙幣発行 ₂₄,₀₃₇ ₂₃,₉₆₂ ₅,₃₅₄ ₂,₁₄₅ ₁₇,₈₂₅ ─
公債及借入金  ₄,₇₃₂    ₉₁₁ ₄,₇₈₂ ─ ─ ₁₀,₈₃₃
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　政府委員の高橋琢也は，この修正について，第₂₈条で租税公課を免じており保安林の所有者には
損失補償以外のインセンティヴを与えていることに触れた後，「悉く保安林を補償すると云ふこと
になったらどうしても実際出来得ないことになります」18）という冷静な財政見通しを述べている．
　なお，近世の保護的森林との関連では，第₃₀条で「従来の禁伐林，風致林又は伐木停止林は此の
法律施行の日より保安林とし其の森林に対する従来の制限は仍其の効力を有す」と規定された．い
わゆる「従来保安林」の規定である．
けでも提出する意向を」（貴族院において）「表明せざるをえない状況」となった．第 ₉ 議会では審議
未了に終わり，翌₁₈₉₇年の第₁₀議会において成立する．砂防法案も同じ第₁₀議会に提出され成立をみ
るが，森林法案が第 ₉ 議会で審議未了となり再提出されたのに対し，砂防法案は，前年に制定された
河川法を下地として作成された．この ₃ つの法律が「治水三法」と呼ばれるようになった経緯につい
ても栗島は詳細に論及しており，参考になる．
18）　貴族院議事速記録第₂₅号，明治₃₀年 ₃ 月₂₃日，₃₇₈頁（森林法案第二読会）．
表 3 　租税収入内訳（決算）（₁₈₆₈～₁₈₇₅年度）
年度 総額 地租 所得税 法人税
営業
収益税
相続税 酒税
砂糖
消費税
揮発
油税
物品税 関税
₁₈₆₈
百万円
₃.₂ ₂.₀ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ₀.₇
₇₀ ₉.₃ ₈.₂ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ₀.₆
₇₅ ₅₉.₂ ₅₀.₃ ─ ─ ─ ─ ₂.₆ ─ ─ ─ ₁.₇
₈₀ ₅₅.₃ ₄₂.₃ ─ ─ ─ ─ ₅.₅ ─ ─ ─ ₂.₆
₈₅ ₆₄.₄ ₄₃.₃ ─ ─ ─ ─ ₁₁.₇ ─ ─ ─ ₃.₀
₉₀ ₆₆.₁ ₄₀.₁ ₁.₁ ─ ─ ─ ₁₃.₉ ─ ─ ─ ₄.₄
₉₅ ₇₄.₇ ₃₈.₇ ₁.₅ ─ ─ ─ ₁₇.₇ ─ ─ ─ ₆.₈
₁₉₀₀ ₁₃₃.₉ ₄₆.₇ ₆.₄ （₂.₂） ₆.₁ ─ ₅₀.₃ ─ ─ ─ ₁₇.₀
₀₅ ₂₅₁.₃ ₈₀.₅ ₂₃.₃ （₇.₉） ₁₈.₈ ₀.₆ ₅₉.₁ ₁₁.₃ ─ ─ ₃₆.₈
₁₀ ₃₁₇.₃ ₇₆.₃ ₃₁.₇ （₇.₅） ₂₅.₈ ₃.₁ ₈₆.₇ ₁₇.₉ ─ ─ ₃₉.₉
₁₅ ₃₁₂.₇ ₇₃.₆ ₃₇.₆ （₁₄.₇） ₂₁.₅ ₃.₄ ₈₄.₆ ₂₂.₇ ─ ─ ₃₂.₂
₂₀ ₇₃₀.₆ ₇₃.₉ ₁₉₀.₃ （₁₂₇.₉） ₆₂.₁ ₇.₀ ₁₆₃.₉ ₄₀.₄ ─ ─ ₆₉.₄
₂₅ ₈₉₄.₉ ₇₄.₆ ₂₃₅.₀ （₈₈.₆） ₆₅.₈ ₁₇.₁ ₂₁₂.₆ ₇₆.₇ ─ ─ ₁₁₁.₂
₃₀ ₈₃₅.₀ ₆₈.₀ ₂₀₀.₆ （₆₃.₆） ₅₄.₃ ₃₂.₉ ₂₁₈.₉ ₇₇.₉ ─ ─ ₁₀₅.₄
₃₅ ₉₂₆.₁ ₅₈.₀ ₂₂₇.₃ （₉₃.₇） ₅₇.₁ ₃₀.₃ ₂₀₉.₃ ₈₄.₈ ─ ─ ₁₅₁.₃
₄₀ ₃,₆₅₃ ₂₉ ₁,₄₈₉ ₁₈₂ ₁₂₉ ₅₇ ₂₈₅ ₁₄₁ ₂₂ ₁₁₀ ₁₄₄
₄₅ ₁₀,₁₅₂ ₂₈ ₃,₈₂₀ ₁,₁₆₂ ₁₂₅ ₁₇₇ ₁,₁₃₁ ₁₀ ─ ₅₃₃ ₈
原注：₁₉₂₀，₂₅年の合計は戦時利得税を含む．
　　　 法人税₁₉₃₅年以前の（　）数値は，法人税創設（₁₉₄₀年）まで法人所得に課せられていた第一種所得税の納入額で，
所得税欄の内数．
　　　日本銀行『明治以降本邦主要経済統計』，大蔵省『財政統計』による．
出典：安藤編（₁₉₇₉），₁₈頁より筆者抜粋．
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　第一次森林法が施行された₁₈₉₈年の保安林面積は，₆₇万 ha で，うち民有林が₇₁% を占めていた．
　 ₃ - ₂ - 2 　第二次森林法（₁₉₀₇年公布）
　第一次森林法が概して「警察規定的」であったといわれるのに対し，土地の使用及び収用，森林
組合についての規定を加えた第二次森林法は，旧法（全₅₈条）を廃止する形で制定された全₁₁₂条
にわたる大部の法律であり「森林の経営助長を目的とする」「積極面を加えた」法律であるとされ
る19）．
　ここでいう「土地の使用及び収用」は，奥地林の伐採搬出を行う場合の林道や索道の作設を他人
の林地内で行うことを容易にする規定であって，日本の私的森林所有が零細であることから必要と
されたものであり，「森林組合」も零細な私的森林所有者による森林経営に道を開いたものである
といえる．罰則規定は概して第一次森林法よりも強化され量刑が重くなっているので，ここだけみ
れば「警察規定的」にみえるけれども，この₁₀年間の国民経済の著しい発展20）を考えると，単なる
土地利用規制から，森林の経済的利用に向けて一歩を踏み出したと考える方が適切かもしれない．
一例として森林窃盗については，漸次「厳罰に移行」しつつ，いまだ刑法の窃盗罪よりは量刑が軽
かった21）．
　実際，第二次森林法が適用されなかった北海道においては，a. 盗伐・放火の横行に対し，刑法
を適用した場合量刑が重くなりすぎるため，現場ではしばしば運用上の不都合が生じていたこと，
b. 奥地森林資源の搬出経路にある土地の所有者が法外な土地使用料を請求するケースがあること，
の ₂ 点を主要な理由として，第二次森林法の早期適用を訴願する動きが，林産業界のみならず司法
19）　島田（₁₉₅₀）， ₁ 頁．
20）　この₁₀年間は，ちょうど経済史にいう「帝国主義段階」への突入の時期に当たる．河川法・砂防法
と同時期に制定された第一次森林法の時期は，帝国主義段階への準備期ということになり，古賀ら
（₂₀₁₀）によると，日本における立法件数が非常に多かった．第二次森林法の時期は立法件数が比較的
少なく，河川法や砂防法は，少なくとも全面改正をされてはいない．
21）　野守（₁₉₀₉）は，日本における森林刑法の展開を次のように整理する．a. 往古：無主物同様（つま
りフリーアクセス），b. 大宝令に「およそ山野の物已に功力を加え刈伐聚して而して輙取する者は各盗
を以て論ず」とあるのは「当時立木竹…を盗取するも罪とならざりしこと明らか」，c. 貞永式目・建武
式目：規定なし，d. 徳川時代の「御定書百箇条」：御林についてのみ規定あり，e. 旧刑法（₁₈₇₃）：第
₃₇₃条に山林産物の窃盗についての特殊規定を設け，量刑を軽減，f. 第一次森林法（₁₈₉₇）：旧刑法より
重くなる，g. 第二次森林法（₁₉₀₇）：第一次森林法より重くなる．一定の条件のもとでは，財産刑＋重
禁固（＝有期懲役）を「及び」で科す．たとえば，軽微な森林窃盗でも保安林で行えばこの条件に該
当する．
　　 このように整理した後，野守は「森林窃盗が最初不成立より漸次進んで寛刑となりさらに進んで厳
刑に移りたる所以のものは，森林の所有権漸次確立し今や森林の価値は経済上重要なる地位を占むる
に至れる反響にほかならず」「本来よりすれば森林窃盗の如きは犯すに易く防ぐに難き犯罪に属するが
故に寧ろ厳刑を以て之ヲ防遏すべき性質を有する」とした．刑法との比較は別として，森林窃盗に関
する刑罰は「厳刑に移」ってきたと述べている．
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界からもなされていたという22）．
　とはいえ，旧法を廃止しての大改正であったため，現場では混乱があったようである．新法施行
当時，法学士として農商務省に配属となった野守は，地方行政の現場職員に対する講習経験などを
もとに，新法施行後に地方行政から山林局への照会と山林局からの回答が多数往復した文書を引用
しつつ，₆₂₂頁にわたる新法のコンメンタールを書いている23）が，これは新法をめぐる混乱の大き
さを物語っていると考えることもできよう．野守が挙げた第二次森林法の特徴の第一は，地目主義
から現状主義への転換であった．これは，地籍上の地目，あるいは土地台帳上の地目が「山林」で
ある箇所を「森林」と定義した第一次森林法の否定であり，現場に大きな混乱をもたらした理由の
ひとつとなる．野守は，「₁₀年間大きな問題はなかった」としつつ，この考え方を導入した理由を
いくつか挙げている24）が，森林所有者の定義も同時に変更し，旧藩以来，立木（正確には毛上）と
土地（正確には地盤）の所有権が錯綜していた実態を直視し，何らかの権利を登記し，実際にそこ
から何らかの経済的フローを得ている者を「森林所有者」に含めることとしたのである．この趣旨
を徹底させるためには地目「山林」という税務上の定義と決別する必要があった．旧法が単なる土
22）　北海道森林組合連合会（₁₉₉₂），₂₉-₃₅頁．₁₉₁₆～₂₀年にかけての木材業界からの陳情・請願，₁₉₂₃年
の札幌上訴院から司法大臣宛の上申，₁₉₂₆年の北海道長官から内務大臣宛の上申，₁₉₃₀年の北海道林
業会から内務・農林両大臣宛の建議が紹介されている．最終的には₁₉₃₈年に北海道庁長官から内務大
臣に「森林法施行に関する稟議」（₁₁月₁₅日）がなされ，翌₁₉₃₉年に森林法が改正された翌年に，北海
道でこの改正森林法が施行されるに至る．なお，沖縄県において森林法が初めて施行されたのは₁₉₁₁
年 ₄ 月だが，「人材不足」を理由に地方森林会は置かないという特例があったという．仲間（₂₀₁₁），
₁₅₅-₁₅₆頁．北海道では逆に，広大な土地で実地検分もできないことを理由に地方森林会の設置規定だ
けは施行せず北海道長官の権限で処理することを望む道庁側と内務省との対立により，森林法適用が
後れたと北海道森林組合連合会（₁₉₉₂）は述べている．
23）　野守（₁₉₀₉）
24）　野守は，コンメンタールの「緒論」部分で，この問題を大きく取り上げ，地目主義のデメリットと
して具体的な例示を ₂ 点，行っている．すなわち a. 地目山林で現状が原野である場合，保安林編入時
に造林を強制しなければならない，b. 地目原野で現状が森林である場合，森林法に基づく利用開発の
特例（林道作設時に他人の土地を使用できるなど）の適用が受けられない（野守（₁₉₀₉），₁₈-₁₉頁）．
不動産登記における保安林の扱いについて篠原（₁₉₉₇）は次のように述べている「…保安林の地目は，
『山林』ではなく唯一の行政地目として『保安林』とされている．（単なる土地利用制限であれば，地
目を『保安林』とする必要はない．）」．篠原の記述の法的根拠は，少なくとも₁₉₄₇年 ₃ 月₂₈日に貴族院
で可決された「土地台帳法案」に遡ることができる．ここで台帳上の土地は，第 ₁ 種地（田，畑，宅
地，塩田，鉱泉地，池沼，山林，牧場，原野及び雑種地）と第 ₂ 種地に分けられ，保安林は「賃貸価
格」を定めない（同法第 ₄ 条）第 ₂ 種地に属するものとし，地目として特掲された．今日，実務上の
問題として，一筆の森林の一部が保安林に指定された場合は地目が「山林」から「保安林」に登記変
更されないことがあり，誤って通常の「山林」と同額の課税が行われ所有者もこれに気づかないと
いったトラブルが発生しがちである．ともあれ，野守の挙げた例「a.」は当然だが「b.」についても非
保安林についての言及であるといえる．なお，このコンメンタールにおいて野守が「現状」主義とい
う語法は，その後の学説や行政用語では「現況」主義というのが一般的である．
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地法であったのに対し，経済活動の実態に重きをおく法律への転換であるといっても過言ではな
く，実務上英断というべき大改正であった．付言すべきはこの「森林所有者」の定義が，社団法人
格をもつ団体として新設された「森林組合」の構成員資格（が「森林所有者」であるという）規定
とリンクしていることである．先の表 ₃ から窺い知れるように，₁₉₀₇年という時期は，土地所有に
対する資本の優越が進行し，地租が租税収入に占める割合が激減していく時期でもあった．このよ
うな時代背景抜きで，行政実務上，火中の栗を拾うがごとき「森林所有者」の定義変更を行った事
情は説明できない．
　保安林関連の規定で注目されるのは，「第 ₃ 章 保安林」の条文中，保安林に直接関連する規定の
みならず，第₃₂条にいう「主務大臣国土保安上必要ありと認むるときは保安林以外の
4 4 4
森林に付区域
又は箇所を定めて開墾を制限又は禁止することを得」という非保安林にも転用規制の道を開いた規
定，および，「第 ₅ 章 森林組合」において森林組合の設立目的を ₄ 種類定めた第₆₂条においてその
第 ₁ 項に「国土保安の為又は森林の荒廃を防止し若は荒廃せる森林を回復する為必要なるとき」と
いう類型を置いたことである．教科書的には，第二次森林法の規定した森林組合には「施業組合」
「造林組合」「土工組合」「保護組合」の ₄ 種類の社団法人があり，森林の荒廃防止を目的とする組
合は，「森林利用上の困難を排除する」（＝零細所有者が協力することで森林管理を効果的にする）目
的の組合とともに「施業組合」の類型に収まる．すでに荒廃した林地の造林を行うのが「造林組
合」であり，「保護組合」は，病虫害や火災などの害から森林を護ることを目的とするものであり，
「土工組合」は林道などの作設を目的とする．
　実務上は「施業組合」として届けておけば，共同施業を行うこともできるし，法制定当時の意図
は不明だが，国に財政的基盤が生じた場合には，治山治水関連事業の受け皿となることもできると
いう仕組みであった．少なくとも，百年以上経った今日のわれわれからみれば，そのようにも解釈
できる規定である25）．
　保安林関連規定の重要性をみてきたが，当時の保安林制度においては，編入解除は地方森林会の
議を経ることになっていたものの従来保安林については解除以外に地方森林会の役割はなく，すで
に何らかの経緯で編入された保安林については，「使用収益を制限若は禁止」「施業若は保護の方法
25）　第一期治水事業の時代を振り返る「治山治水座談会」において農林技師の西澤は，「当初，治水に非
常に関係のある地域を組合とする森林組合を約₆₀₀」作る予定だったが，₁₉₃₄年の設立見込みも含め
₅₀₀組合」となる予定だとしている（大日本山林会（₁₉₃₃c），₅₀頁）．具体例としては，藤原（₁₉₁₃）が，
三重県布引山の事例を述べている．当時の森林組合の設立状況について，₁₉₂₆年度までは施業組合が
その大半を占め，その後土工組合の設立が増加するものの，造林組合はほとんど設立されなかったこ
とが知られる．行政が造林組合の設立により治水目的を明確化する意図をもっていたのに反し，現実
には施業組合の設立が多かったのだが，これは，「治水に関する事業を行うならば，どの種の森林組合
であっても奨励金の交付対象」であったためと考えられる（森林組合制度史編纂委員会（₁₉₈₃），₂₀₃－
₂₀₅頁）．
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を指定」することができ（第₂₇条），地方長官の権限において「立木竹之伐採，障害」「開墾」また
は「土石，切芝，樹根，草根，埋木の採取若は採掘」をなすことや家畜の放牧を許可制とした（第
₂₆条）．後に「 ₁ 木 ₁ 草を採るにも地方長官の許可が必要」と批判される所以である．
　₁₉₀₈年の保安林面積は，主として国有林における指定増加により₈₆万 ha へと旧法施行時に比べ
₂₇万 ha 増加した．民有保安林は微増に留まり，保安林全体に占めるシェアは₅₇% に低下してい
る．
　 ₃ - ₂ - 3 　「林学会討論：現行保安林制度に対する批判」26）（₁₉₂₉年春，以下「討論会」） 
　はじめに，第二次森林法施行後，「討論会」に至る経緯・背景を略述しておこう．
　第二次森林法の成立した₁₉₀₇年から₁₉₁₀年にかけて，日本各地で大洪水が発生したのを契機に
₁₉₁₀年，「臨時治水調査会」が発足し（松浦（₂₀₀₈）），林野行政からも上山満之進，村田重治，武
井守正，中村弥六といった要人が参加した．これをうけて開始された第 ₁ 期治水事業（₁₉₁₁～
₁₉₃₅）は，予算的には ₉ 割以上が内務省関連の土木事業に充てられたものの，森林関連でも，公有
林野造林事業，荒廃地復旧事業，森林組合の設立，保安林の特別補償，保安林の標柱建設，森林測
候所27）の創設，といった第二次森林法において林野行政の意図した多くの施策が進められた28）．結
果的に，治水関連予算によって日本の林政は府県のレベルにおいて大いに進捗した29）といえる．植
村（₁₉₁₇）が森林と治水に関する内外の知見をまとめたのもこの事業と無縁ではないだろう．旧藩
時代の林制について，後に大著をなす遠藤安太郎が農林省の嘱託となったのは₁₉₂₀年のことだとい
われる30）．以後，遠藤は全国で近世以前の史料を渉猟・整理する中心人物となる．
26）　林学会（₁₉₃₀） 
27）　森林測候所による計測データの蓄積が，日本における「環境統計」の先駆であり，森林資源勘定の
構築という文脈で再評価したものに小池（₁₉₈₆）がある．白澤保美によると，森林測候所の設置はフ
ランスの「洪水予報」に触発されたもので，類似の予報まで行う構想があり，一例として荒川流域に
おいて，秩父の上流の雨量と隅田川の河口の流量増嵩の関係について「計算だけは」可能となってい
たという．白澤が「予報」の技術的障害として挙げているのは通信手段のみであり，日本の現状を考
えれば十分先駆的な試みであったといえよう．大日本山林会（₁₉₃₃b），₃₆頁．
28）　大日本山林会（₁₉₃₃b），₃₂-₃₇頁．
29）　田中八百八によると，全国の府県に配置された山林技師は第一期治水事業開始時点では「₂₀人かそ
こら」であったのが，₁₉₃₃年には技師以下の係員（技師を除く）が「₁,₆₀₀人位」に激増し，その「 ₃
分の ₂ 」が「治水事業，若くは，治水に関連した仕事」に携わっており，それらの「技師および技手
等」の「俸給，旅費」等の全部または一部を国費で支弁したか，あるいは吏員費は出さず事業費のみ
出したかであるという．今日の公共事業とは異なり，事業費のみならず人員ポストの増加・充実をも
たらした点は特筆に値する．大日本山林会（₁₉₃₃b），₃₄頁．山林局が独自に行った国庫補助事業とし
ては，林業共同施設奨励規則（₁₉₂₆年）が，「関東大震災の復興需要，国際船賃の暴落などを契機とし
て激増した米材の輸入によって，内地材価格が暴落し，これが日本林業と農山村に与えた影響を幾分
とも救済しようとしたもの」である．田中（₁₉₈₂），₂₀₈頁．
30）　Anon（₁₉₃₃）．山本伸幸氏にご教示いただいた．この記事は東京帝国大学への学位論文提出時のも
保安林制度と転用権（古井戸） 161
　₁₉₂₃年の関東大震災は，相模トラフの活動によるものといわれ，森林被害が激甚だったのは神奈
川県丹沢山地であった．これを受けて，神奈川県では全国的にも面積の少なかった「土砂流出防備
保安林」の指定が著増することになる31）．
　震災の ₂ 年後の₁₉₂₅年は，普通選挙法と治安維持法が成立した年であるが，林学分野では小出
（₁₉₂₅）らによって欧州の非皆伐施業が紹介されている．₁₉₂₈年に一木会による「現行森林法改正
意見」が『大日本山林会報』に掲載された．「討論会」は，その翌春，開かれたことになる．世界
恐慌（₁₉₂₉年₁₀月～）の前夜であり，「討論会」の記録が林学会雑誌に掲載された₁₉₃₀年は，すで
に恐慌期である．荒廃地復旧事業は₁₉₃₂年から時局匡救事業の一部として拡大し，社会政策的な性
格32）が加えられてゆく．一方，公衆衛生保安林と風致保安林とに関わりの深い国立公園について
は，₁₉₂₀年に内務省衛生局嘱託となった田村剛が中心メンバーの一人となり，₁₉₂₃～₂₄年にかけて
の海外視察を含んだ₁₉₂₁～₂₈年にかけて「国立公園候補地調査」が行われていた．「討論会」の翌
（₁₉₃₀）年 ₁ 月，閣議決定により「国立公園調査会」が設置され，₁₉₃₁年 ₄ 月に国立公園法の制定
をみる．₁₉₃₁年 ₉ 月には満州事変が勃発し，以後日本はいくつかの段階を経て戦時体制に突入して
ゆく．遠藤（₁₉₃₄）において，旧藩以前の年号がすべて皇紀で表記されたのは象徴的である．
　このような時代背景を踏まえて「討論会」を読むと，今なお新鮮な指摘に満ちている．林学会雑
誌に掲載された「討論会」の内容は，深田雅治（群馬県林務課長），佐藤利生（栃木県林務課長），
川島明八（鹿児島高等農林学校教授），中金鋿三（農林技師），宍戸乙熊（林学博士）の ₅ 氏による
「研究報告」に続き，山本徳三郎（岡山県技師），植村恒三郎（九州帝国大学教授），薗部一郎（東京
帝国大学教授），和田國次郎（林学博士），鈴木秀雄（宇都宮高等農林（林学士・法学士）），田村剛（林
学博士）の ₆ 氏による「討論」，すなわちコメントが続く構成となっている．
　研究発表者のうち中金氏は，その発言内容からして，「一木会」の中心メンバーだったようであ
る．「討論会」の当日発言内容と学会誌への掲載内容には若干ずれがあり，誌上にみえない「堀」
氏が，研究報告者の一人として，営林局長による保安林管理を提唱したことが，複数の討論者の発
言によりわかる．討論者のうち鈴木氏は「時間の都合で遠慮」し，学会誌においてのみ，コメント
を寄せている．
　府県の実務担当者・技術者と，官界で名をなしていた和田，それに学者のほとんどは海外留学経
験者，というメンバーである．詳細な分析は後日を期すこととし，ここでは，討論会当日は参加せ
ず後日「誌上討論」の形で寄稿した鈴木の比較的バランスのとれたコメントを要約しておこう．鈴
木によると主要な論点は下記の ₆ 点である．
　a. 保安林の範囲を如何にすべきか．
のだが，翌₃₄年に，遠藤（₁₉₃₄）が上梓されている．
31）　加村（₁₉₉₅）
32）　田中（₁₉₉₁），₇₁頁．
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　b. 編入解除を如何にすべきか──地方森林会の組織権限．
　c. 保安林実務の主管を営林局長に移すべきか．
　d. 保安林の施業は如何にすべきか．
　e. 補償問題を如何にすべきか．
　f. 保安林国営あるいは国有の可否ならびにその方法．
　以上の ₆ つの論点に対して，鈴木は基本的な立ち位置として，法制度は社会のありようによって
変化すべきものとし，当時の社会の特徴として具体的に挙げている ₃ 点をやや現代風に表現すると
以下のようになる．
　 ₁ ）警察国家から福祉国家への転換．
　 ₂ ）私的所有権の自由の重視から所有権の社会的制約の重視への転換．
　 ₃ ）木材市場の変化，すなわち産業用材価格の上昇．
いずれも，当を得た論点整理であるといえよう．「 ₂ ）」はワイマール憲法の影響であろうか．
　以上より，鈴木は
　 a. 保安林の範囲：和田氏以外は縮小整理論を採り，その理由はさまざまだが，鈴木説は，所有
者の「道念」が未成熟なため，社会本位の考えで所有権を行使しない．過渡的に保安林制度によ
る規制を認めざるをえない．規制は最小限とし，営林指導（助言・助成的措置）によるインセン
ティヴの付与が望ましい．
　b. 地方森林会の組織権限：研究報告者の見解は，地方森林会の組織を改造し（林業関係者を多く
し）諮問機関ではなく決議機関とすることとする説と，現状維持説と，廃止し営林局長の直轄と
する説との ₃ 説に大別されるが，鈴木説は最初の地方森林会強化説を採り，地方分権的方向性を
支持する．
　c. 保安林実務の営林局長主管化：山本，和田両氏の猛反対に遭った．鈴木氏は，自身が留学した
フランスを例にとり，堀氏の主張に一理あるとしつつ，営林局の数が日本より多く管轄面積が少
ないことをもって，単純な制度輸入は至難とする．
　d. 保安林の施業のあり方：多くの論者が一致をみるとする．鈴木説としては，「編入手続のみを
重視し，編入後の施業をあまり考慮しない」点を日本の「現行保安林制度の最も大なる欠陥」で
あるとし，その遠因は西洋諸国の保安林制度が制定された時代が，警察国家の時代であったとこ
ろから来ているとする．保安林種・林地の大小に応じた施業，小面積の保安林における合同施業
の推進，現地における指導の強化，モニタリングの励行等を実効すべしとする．
　e. 損失補償：「a.」でも述べたように鈴木説としては「本来不要」だが，「現代の社会における正
義と公平の観念」からみて必要，とする．
　f. 国営国有化論：和田氏が禁伐保安林のみの国有化に同意するほかは，多くの論者が一致してい
るとする．鈴木説は，漸進的移行を推奨し，その際の基本的考えとしては以下の ₃ 点を採る．
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　　　国は保安林買取を請求できる．
　　　適切な経営が行われない保安林は，国が強制管理できる．
　　　禁伐林・強制管理を受けた保安林の所有者は，国に買取請求ができる．
また，買上の予算としては，国有林の不要存置林払下げを進め，この収入を充てればよいとす
る．これは，フランスが₁₉世紀後半において山地復旧事業の予算を，平地国有林の売却収入で
賄った歴史を踏まえてのことであろう．
　以上，鈴木の諸説により，討論全体を概観した．論点「a.」では，公衆衛生林・風致林などが，
治山治水目的の保安林などとは性質が異なる，とする議論がみられ，鈴木は詳述していないが，こ
れについては田村33）がとくに詳述するところである．鈴木は田村に言及していないので，田村も誌
上討論の形で後から特別に寄稿したようである．「国立公園」制度化のスケジュールと，林学会雑
誌発刊のタイミングを考えれば十分ありうることである．
　なお，一木会の提言で強調されていた「森林窃盗の重罪化の撤廃」は，「討論会」での中金の主
張において，なぜか欠落している．
　 ₃ - ₂ - 4 　定量的確認
　第二次大戦前における保安林面積の全国的推移を，図 ₂ によって確認しておきたい．「民有林」
は，「実面積」の内数である．第二次森林法移行，「討論会」の行われた時期までは，第一期治水事
業による予算措置もあってか，民有保安林の指定（編入）が着実に進められた．この時期の民有保
安林増加には，神奈川県の土砂崩壊防備保安林の増加を含んでいる．しかしながら，第二期森林治
水事業の時代になると，事業名に「森林」が挿入されたにもかかわらず，民有保安林編入ほとんど
進まなかったことがわかる．
33）　田村（₁₉₃₀）．その後，村串（₂₀₀₇）も指摘するように，日本の国立公園制度は，予算・人員の裏付
けを欠きながら，土地利用規制という観点からは，緩やかで目的が曖昧なゾーニングとして機能する
こととなる．
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₄  むすびにかえて
　戦時統制期に制定された₁₉₃₉年改正森林法以降，戦時伐採については信頼できる統計が乏しいと
いわれる．第二次大戦後の日本においては，鈴木の予想のうち「 ₁ ）福祉国家化」「 ₃ ）木材価格
の上昇」はより顕著になったものの，所有権の社会的制約は強まるどころか後退したといってよ
く，国土開発において，保安林以外は転用自由，という観を呈した．ところが判例上は所有権の社
会的制約は強くあるべき，という乖離が生じたため，保安林制度以外の多くの国土法制において
は，実務上「損失補償なき規制」は存在しえず，しかし理想主義的な考え方を色濃く投影した判例
によって補償が認められていないため，所有者の反発により新規指定が行いえないという事態を招
来した34）．鈴木が予測しえなかったのも当然というべき皮肉な状況である．唯一の補償財源を保安
34）　阿部（₁₉₈₈），₂₇₄頁．阿部は，「権力の竹光化」と表現したが，むしろ「権力の村正化」とでもいう
べきではないだろうか．保安林以外の土地利用規制のほとんどは，判例上無補償という理想主義的運
用がなされていることにより，社会的合意の実態に比し権力が強力にすぎ，抜けない刀になっている
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図 2 　保安林面積の推移
出典：₁₉₂₄年まで農商務省統計，₁₉₂₅年以降農林省統計（永田信による推計を含む）
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林制度が獲得したのは，戦後の洪水多発──おそらくは戦時伐採の影響を含む──によって治山治
水に多くの予算手当が講じられたためである．
　列島改造論・開発ブームへの反省が世論となった₁₉₇₄年の森林法改正で，非保安林（普通林）に
も開発規制をかける「林地開発許可制度」が創設されたが，補償財源がないため，一定の基準を満
たせば許可する，という消極的な規制にとどまった．
　「唯一の実効性あるゾーニング」とも評される保安林制度であっても，その損失補償制度は，立
木の減価に対する補償にとどまり，転用による機会損失を一切補償しない．このため私有林への新
規指定は困難になっている35）．
　こうした事情は，鈴木が「現代の社会における正義と公平の観念」と呼んだところのものが，そ
の後，₉₀年近い時を経て，持続可能な社会に向けたグローバルな合意が得られている今日において
すら，日本では何も変わっていないことを意味する．
　ところで，本稿では，森林の機能について ₁ 節を割いた．すべての森林は多面的機能をもってい
る．第二次森林法以降，保安林においても積極的な施業管理が治水予算によって行われ，非保安林
においても，営林監督制度が確立する．戦後の一時期（₁₉₅₁～₆₁），GHQ の「林業計画」の考え方
の影響もあったろうか，「森林区施業計画」制度により，森林計画制度（旧・営林監督制度）のなか
に保安林の施業計画が包摂される体系がこの時期においてのみ，出現した36）．この考え方は，保安
林の施業をどう「監督」するかという論点として，「討論会」が取り上げた重要なテーマであり，
拙稿（₂₀₁₅）で指摘したオーストリア連邦森林法のチロル州における運用やバイエルン州法におけ
る保安林の扱いについても，すでに研究報告者の宍戸が，（オーストリアについては言及しなかった
ものの）南独では基本的に「保安林」を特別な概念として扱わない旨指摘していた．しかしながら
転用権のもつ意味についてはほとんど論じられることがなく，森林が森林である以外に利用方法の
ない「絶対林地」の存在を指摘するにとどまった観がある．絶対林地においては転用権の資産価値
はゼロとなり，考慮しなくてもよい理屈である．実務的にも絶対林地論は，損失補償やその予算措
置が不要となるので便利であるが，その後の日本の国土利用の歴史をみればわかるように，他用途
への転用の機会費用は，社会的要請や技術進歩によって絶え間なく変化し，所有者にとってはいつ
「（保安林指定を拒否したことによる）儲け話」や「（保安林指定を受け入れたことによる）儲け損ね」
が到来するとも限らないと考えられる37）．バブル崩壊は，以後転用機会はないかもしれないと思わ
のである．
35）　例外は，転用を諦め，育林補助金を受給し税制上の恩典を受けることで，水源等に位置する森林の
積極的管理を行いたい一部の所有者である．古井戸（₂₀₀₁）を参照．
36）　この点に注意を喚起したものに岡（₁₉₉₈）がある．
37）　レントオファーカーヴで静学的にこれを説明したものに，古井戸（₂₀₀₁）の図 ₂ - ₁ ，図 ₂ - ₂（ともに
₂₁頁）がある．なお，この ₂ 図について，掲載誌では翌号に訂正記事があり，題と内容が入れ替わっ
ているという大きなミスを訂正しているが，J-Stage などでは論文とこの訂正記事とがリンクしていない．
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せたが，近年のメガソーラーブームが林地転用問題を再燃させているのはすでにみたところであ
る．
　このように林学が，林地転用権についての議論を等閑視しがちなのは，林地転用権の所在が社会
通念に左右されてしまう与件であり，林学の側ではもっぱら立木の管理方法に注力せざるをえない
という傾向が伝統的に存在してきたからかもしれない．いくつかの拙稿38）は，ささやかながらこれ
に一石を投じることを意図したものである．
　広義には，技術と制度の関係ということになるが，保安林が「無形資産」であることを論じるた
めには，「森林」の管理をめぐる広大な議論の一端を整理する必要があった．小論がいささかでも
（正の）「無形資産」としての保安林を考えるきっかけとなれば幸甚である．
［謝辞］ 　森林政策のあらゆる分野において，会計的考え方が有益であることは，小口好昭先生の学恩によ
るところが大である．ここに謝意を表したい．
　　　 　「討論会」を筆者が最初に読んだのは，前職の森林総研時代の研究会においてである．当時は周辺
知識が乏しく深い理解には至らなかったが，その筆者の呼びかけに応じて研究会に参加された石崎涼
子氏にあらためて感謝したい．
　　　 　科研費（基盤（B）課題番号₁₅H₀₃₃₀₁）の支援を受けた．とくに，交告尚史氏には法学全般につい
て多岐にわたるご教示を頂いた．
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